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１．はじめに

原発再稼働の賛否は世論調査結果としてしばしば報道され(表１）、その結果は調査によって異なるが、

大筋としては賛成は３０％台程度、反対は５０％台程度となって、福島事故以降の３年間でもある程度は

一定の範囲に収まっているようである。ところでこの様な賛成・反対の判断は、人々が色々な事柄につい

て何らかの情報を得て、その総合的な判断の結果として行われると考えることが出来るだろう。とすれば

どの様な事柄が着目され、どの様な判断がなされて、その結果として現存する賛否の状況が生まれてくる

のか、その辺の実態、ないしはメカニズムには関心が持たれる。今回はその辺の研究の試みを報告したい。

表１ 原発再稼働の賛否の世論調査事例 表２ 調査の概要

新聞と時期 賛成 反対 不明･無回答 調査地域 茅ヶ崎市

朝日新聞 2014.03 28.0 59.0 13.0 時期 ２０１３年３月

毎日新聞 2014.03 39.8 53.6 6.6 調査法 郵送法による調査票調査

時事通信 2014.04 39.6 53.0 7.4 標本 選挙人名簿より無作為抽出

東京新聞 2014.04 29.5 60.7 9.6 標本数 １５０５

有効回収数 ５３３（35.4%)

２．方法

人々の判断において原発再稼働賛否に関連を持つと思われる事柄について、実態調査（活動・意見・受

け止め方・考え方等）を行い、その集計・分析を通して目的の実現を試みた。調査の概要を表２に示す。

図１ 原発再稼働に関する賛否 ところで今回の調査によると、原発再稼働賛否

の結果は図１である。５件法の回答で、賛成派は

「賛成」＋「やや賛成」で約20%、中立派は「何と

も言えない」で約30%、反対派は「やや反対」＋

「反対」で約50％である。

回答者全体ではこの様な結果であるが、回答者

の活動や意見からグループを作って、グループ毎

の賛否を見ると、結果はかなり異なる。図２には

「電力会社の原発安全対策への信用」を５件法で

聞いた設問で３グループを作り、賛否状況を見て

図２ 電力会社の原発安全対策信用と再稼働賛否(χ２乗:***) 図３ 夏２８度空調設定と再稼働賛否
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いる。「信用出来ない」層は著しく賛成が少なく反対が多い。これに対して「何とも～信用出来る」層は

著しく賛成が多く反対が少ない。「電力会社の原発安全対策への信用度合」は「再稼働賛否」を左右する

項目と考えることが出来る。それに対して図３では「夏２８度空調設定実施」を３件法で聞いた設問で、

３グループの賛否状況を見ている。グループ間に有意差は無く、「夏２８度空調設定実施」と「再稼働賛

否」はあまり関係がないと理解出来る。

調査では図２の様な結果を期待する設問を、様々な文献(1～5)を参考に作成した。今回は表３にあげた

９個の設問区分である。さらにそれぞれの区分内で、（ ）で示す個別的な設問を設定した。設問は主に

５件法で作成し、７４個を設定した。

表３ 賛否に影響を持ちうるとした設問

問２ 日常的な環境保護行動 (9) 問９ 固定価格買取制度への関心・期待 (10)

問４ 地球温暖化に対する見方 (6) 問14 再稼働に関する諸意見 (13)

問５ 地球環境への見解 (3) 問18 発送電分離への期待 (7)

問６ 環境保護のためのコスト負担意向 (3) 問19 社会・生活に関する諸意見 (14)

問７ 日常的なエネルギー節約行動 (9)

集計・分析の方法としては、骨格的な姿を把握することを意図して、因子分析で着目すべき項目への集

約をはかり、次に回帰分析を用いて賛否の再現性と因子の賛否への貢献の度合を見ることとした。なおこ

れらはメディア研究における「利用と満足」の方法に沿ったものである（6,7）

３．主な結果

(1) 因子分析結果

表３の設問の回答と「再稼働賛否」の回答がある水準以上の相関がある設問(変数)を選び、幾らかの試

行錯誤の後に、下記の表４の７因子の結果を採用し、因子内容に応じて因子名を付与した。結果的には34

の設問（変数）を採用した。

次に因子の傾向を見るために「再稼働賛否」の３グループ別に、抽出した７因子の因子得点の平均値

表４ 賛否に関与しうる諸意見等の因子分析結果

因子(平方和、寄与率) 因子内容と対応する変数例

第１因子(5.27, 15.0%) ◎再生可能エネルギー増加が持続社会を進めることへの期待度合

再エネ持続社会期待度 q9_2f. 地産地消エネルギー産業成長と雇用増

(fac1) q9_2a. ドイツのように急速に再エネ導入進展する 他７変数

第２因子(4.66, 13.3%) ◎原発推進体制が信用喪失し災害対策は不十分との認識度合

信用喪失対策不信度 q14l. 電力会社の原発安全対策は信用できない

(fac2) q14k. 産官学の原子力ムラが世論形成し実態不明 他４変数

第３因子(3.49, 10.0%) ◎経済的要請のために再稼働は必要であると見る度合

経済要請重視度 q14c. 経済界の要望が強いので再稼働はやむを得ない

(fac3) q14a. 電力料金が上がるので再稼働はやむを得ない 他２変数

第４因子(2.66, 7.6%) ◎競争経済が生活の豊かさの原因と見る度合

競争経済志向度 q19b. 国際競争力を高めれば生活は豊かになる

(fac4) q19a. 経済成長がないと生活向上は難しい 他３変数

第５因子(2.61, 7.5%) ◎環境を守るなら高負担も可能とする度合

環境コスト受容度 q6b. 環境を守るなら高い税金も払うつもり

(fac5) q6c. 環境を守るなら今の生活水準を下げるも可 他３変数

第６因子(1.75, 5.0%) ◎資源エネルギーを節約すべきと見る度合

資源節約志向度 q19g. 過度な物質的生活が地球環境に危機を生じている

(fac6) q19h. 今後はモノをシェアして資源節約することが重要 他１変数

第７因子(1.53, 4.4%) ◎地理条件・技術不完全で再稼働には安全困難と見る度合

安全実現困難度 q14f. 日本は地震大国なので原発立地は止めるべき

(fac7) q14g. 使用済核燃料処分見通しなく再稼働は止めるべき 他１変数

（注）平方和と寄与率はバリマックス回転後の値で、寄与率の合計は57.2%。
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図４ 賛否別グループの因子得点平均値 を図４に示す。同図は外側ほどに因子の

傾向が強く、内側ほど弱くなるように書

いてある。ほとんどの軸で賛成派、中立

派、反対派の傾向はかなり異なる。

賛成派は「経済要請重視度」が断然強

く、次いで「競争経済志向度」が強いが、

他は概して弱い。反対派は「信用喪失対

策不信度」、「安全実現困難度」は強く、

賛成派が強い因子は、最も弱くなってい

る。中立派は、ほぼ賛成派と反対派の間

にある。これを見ると、どの因子が賛成

派を促進し、どの因子が反対派を促進す

るかの可能性が理解出来る。またこれら

から、再稼働賛否が因子得点で表される

可能性が見て取れる。

(2) 回帰分析の結果

そこで再稼働賛否を従属変数、７つの因子得点を独立変数として回帰分析を行った．結果は表５。重相

関係数は0.823であるから、比較的再現の度合の良い結果が得られたと思われる。寄与率は 0.677 である

から、回帰式は賛否状況の分散の２／３以上を再現し、未知の要素の影響は既知の要素より大分と小さい。

また因子得点は標準化された直交データなので、回帰係数の絶対値は直接的に各因子の賛否状況への貢

献度合を表す。表５では回帰係数を絶対値の降順で記入している。この大小関係を見ていくと、｢経済要

請重視度｣、｢信用喪失対策不信度｣、｢安全実現困難度｣が主な骨格を決めている因子であることが分かる。

特に「経済要請重視度」の寄与が断然大きい。他の２つはその約半分程度である。他の４因子はさらに小

さくなり、調整的役割となっている。

ところで設問の選択肢の設定(1:強い←→5:弱い)から、因子得点は負で絶対値が大きいほど因子の傾向

は強いので、回帰係数が正の｢経済要請重視度｣と｢競争経済志向度｣は、再稼働賛成を促進する因子であり、

他は反対を促進する因子となっている。賛成は経済的動機が前面となっており、反対は不信感、安全実現

困難など、多様である。

また｢競争経済志向度｣、｢環境コスト受容度｣、｢資源節約志向度｣は直接には原発再稼働とは関係を持た

ない生活信条的な項目であり、これらが賛否を左右する因子となっている点に興味が持たれる。

表５ 回帰分析の回帰係数 表６ 再稼働賛否の決定要因

項 目 係 数 主要決定要因 fac3：経済要請重視度

重相関係数 0.823 fac2：信用喪失対策不信度

寄与率 0.677 fac7：安全実現困難度

fac3：経済要請重視度 0.799

fac2：信用喪失対策不信度 -0.414 副次決定要因 fac4：競争経済志向度

fac7：安全実現困難度 -0.336 fac1：再エネ持続社会期待度

fac4：競争経済志向度 0.194 fac5：環境コスト受容度

fac1：再エネ持続社会期待度 -0.140 fac6：資源節約志向度

fac5：環境コスト受容度 -0.131

fac6：資源節約志向度 -0.076

定 数 3.568
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「再エネ持続社会期待度」の寄与が小さいことも注目される。期待度は高いものの、回答者の中では再

稼働賛否との結びつきが弱いと考えられる。

この傾向から、表６のように「主要決定要因」と「副次決定要因」と分けることが出来る。

４．主な成果

再稼働賛否を決めている主な仕組みがそれなりの確度で把握出来ることが分かったこと。

・主要決定要因：経済要請重視度 ＞＞ 信用喪失対策不信度 ＞ 安全実現困難度

・副次決定要因：競争経済志向度 ＞ 再エネ持続社会期待度 ＞ 環境コスト受容度＞資源節約志向度

なお今後は１／３弱に相当する未知の要因の探索が望まれる。

５．他の関心事例

世代区分を「２０代」「30～40代」「50～60代」として、再稼働賛否を見た結果を図５に示す。世代間

の差は有意で、「２０代」は上位の年齢層に比して賛成が多く、反対は少ない。それを因子得点の平均値

の図６で見ると、「資源節約志向度」、「競争経済志向度」、「信用喪失対策不信度」、「環境コスト受

容度」で有意差が出ている。「経済競争志向度」は「２０代」は最も強いが、他は最も弱く、世代差の原

因が理解出来る。

図５ 再稼働賛否の世代差 (χ２乗:*) 図６ 世代と因子得点の平均値
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